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Accounting Standards Board: FASB）では「包括利益計算書」（statement of comprehensive 
income）が、そしてイギリスの会計基準審議会（Accounting Standards Board: ASB）では「総
認識利得損失計算書」（statement of total recognized gains and losses）が制度化された経緯
がある。 
 2006 年 5 月に施行された新しい会社法は、わが国においても包括利益に関する情報を損益
計算書および連結損益計算書に表示できる道を開いた。しかしながら、包括利益の測定と表示















































準の設定・改訂が行われてきた。この大幅な会計基準の変革の中で、1999 年 1 月に「金融商












                                                          
1 例えば、川村義則「純利益と包括利益」『企業会計』vol.56 No.1、2004年、p.50を参照されたい。 




4 このような指摘は、野坂和夫「業績報告における当期純利益の重要性」『JICPA ジャーナル』2004 年、
p.66にもみられる。 
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 国際会計基準は 1996年 7月の公開草案第 53号(Exposure Draft: E53) 『財務諸表の表示』8 
で、包括利益計算書に相当する計算書の導入を提案した。しかし、反対意見が強かったことか











（Reporting of Financial Performance）10 を 1999年に公表した。その主な結論は、『営業活
動』、『資金調達およびその他の財務活動』、『その他の利得・損失』(Other gain and losses)の
三つの構成区分からなる単一ステートメントを採り、リサイクルは妥当でないというものであ
                                                          
7 岩崎 勇「財務業績と包括利益計算書」『会計』第 154巻 第 3号、1998年、p.380。 
8 IASC: E53, Presentation of Financial Statements, July 1996. 
9 IASC: IAS No1(revised), Presentation of Financial Statements, August 1997. 
10  IASC: G4+1 position paper, Reporting Financial Performance, August 1999. 
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 その後、2004 年に IASB は共同プロジェクトに FASB を加え、外部の専門家の意見を幅広















                                                          
11 この結論に至る経過については、石川純治『時価会計の基本問題』中央経済社、2000 年、p.250 に詳
しい。 
12 国際会計基準委員会（IASC）は財団の中に、会計基準設定主体である国際会計基準審議会（IASB）を
設置し、2001年 4月より IASBが国際会計基準を設定することになった。 
13 桜井久勝「1株当たり利益情報と財務分析」『企業会計』vol.54 No.12、2002年、p.24。 



















 FASBは 1997年に SFAS130「包括利益の報告」17 で、未実現保有損益等の項目を「その他
の包括利益」に含めて「包括利益計算書」で報告することを指示している。 




 また、FASB は SFAS130 で包括利益の報告方法を一つに限定せずに、損益計算書形式
（Income statement type format）と持分変動計算書形式（Statement of changes in equity 
format）の二つを示している。前者の損益計算書形式は、包括利益を企業業績の指針として位









準書（Statement of Financial Accounting Standards）SFAS115『特定の負債証券および持分
                                                          
16 論述は、山田康裕、前掲書、p.877に依拠している。 
17  FASB: SFAS No130, Reporting Comprehensive Income, June 1997. 
18  FASB: SFAC No6, Elements of Financial Statement, December 1985. 
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出所：AICPA, Accounting Trends & Techniques 2000, p.429.より一部加筆。 
                                                          
19  FASB: SFAS No115, Accounting for Certain Investment in Debt and Equity Securities, May 1993. 
20 大塚成男「米国における包括利益計算書の事例」『企業会計』vol.53 No.7、2001年、p.37。 
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21 企業会計審議会「外貨建取引等会計処理基準の改訂に関する意見書」二の 3、(平成 11年)。 
経営情報研究 第 15巻第 1号(2007)，47－80ページ 


































                                                          
22 加古宜士「新会計基準と利益概念｣『会計』第 159巻 第 3号、2001年、p.329。 
23 長谷川茂「時価評価と損益計算｣『会計』第 153巻 第１号、1998年、p.21。 
24 加古宜士、前掲書、2001年、p.328。 
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 図表 3－1をみると、米ダウ 30社の「純利益」に対する「その他の包括利益」の比は、－15%
で相互に与える影響は大きくない。反対に、日本 10 社合計の「純利益」に対する「その他の
包括利益」の比は 52.4％と高い。特に円換算後 1社当たりの影響額をみると、「純利益」に対







                                                          
28 米国基準で作成する連結財務諸表は、会社計算規則第 148 条により、会社法上の連結計算書類とする
ことが許容されている。 
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百万円 百万ドル 日本 米ダウ
期末自己資本額 14,508,291 724,523 期末自己資本額 1,450,829 3,242,238
純利益 (137,836) 128,699 純利益 (13,784) 575,930
デリバティブ (7,183) 85 デリバティブ (718) 380
外貨換算調整額 427,949 (7,788) 外貨換算調整額 42,795 (34,852)
最小年金負債 (365,069) (11,484) 最小年金負債 (36,507) (51,391)
有価証券の未実現損益 (127,950) 57 有価証券の未実現損益 (12,795) 257
その他 0 (152) その他 0 (680)













図表 3－2 は『日経財務データ＜連結＞』に収録されている米国会計基準採用企業 37 社から、









1 日本ハム（株） 6 （株）日立製作所 11 日本電気（株） 16 パイオニア（株） 21 （株）リコー
2 （株）ワコール 7 （株）東芝 12 松下電器産業（株） 17 （株）村田製作所 22 伊藤忠商事（株）
3 富士写真フイルム（株） 8 三菱電機（株） 13 ソニー（株） 18 京セラ（株） 23 丸紅（株）
4 （株）クボタ 9 （株）マキタ 14 ティーディーケイ（株） 19 本田技研工業（株） 24 三井物産（株）
5 （株）小松製作所 10 オムロン（株） 15 三洋電機（株） 20 キヤノン（株）  
 
 （注）データは日本経済新聞社 電子メディア局『日経財務データ＜連結＞Ver.2』 
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29 企業会計基準第 5号「貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準」、およびその適用指針「適用
指針第 8号｣、（平成 17年）。 
30 財務指標関連の見直しについては、成松 淳「会社法の施行等に伴う様式・記載要領の見直し」『経理
情報』No.1118、2006年 6月、p.48を参照のこと。 
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の株主資本とは内容が異なる31。このため、例えば株主資本利益率（Return On Equity: ROE）
では、従来の株主資本（＝従来の自己資本）と、新基準の株主資本とでは異なる数値となる。 














































































   当期純利益 
自己資本合計 2期平均 
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   当期純利益 
株主資本合計 2期平均 
当期純利益＋その他の包括利益増減額＋少数株主損益 
              純資産 
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 ｢その他有価証券評価差額金｣ ＝－４，０００ 
 ｢最小年金負債調整額｣    ＝＋１，０００ 
 ｢為替換算調整勘定｣     ＝＋３，０００ 




















 前述までの議論をあらためて可視化すれば、図表 3－5のようになる。 
 
その他有価証券評価差額金 
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 つぎに、図表 3－5で示した 6指標（Ji、Ka、Ju、Yu、Ne、Kw）間の相関係数行列を求め、
「その他の包括利益」が当期純利益に与える影響の大小を検証する。データとしては、｢その他









経営情報研究 第 15巻第 1号(2007)，47－80ページ 




 この仮説を検証するために、これまで説明した 6指標の各相関を求めることにする。 
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本田技研工業（株） 7期前 6期前 5期前 4期前 3期前 2期前 1期前 最新期
決算期 1999年3月 2000年3月 2001年3月 2002年3月 2003年3月 2004年3月 2005年3月 2006年3月
資本合計 1,763,855 1,930,373 2,230,291 2,573,941 2,629,720 2,874,400 3,289,294 4,125,750
その他の包括利益累計額 -499,182 -574,616 -484,527 -479,175 -763,165 -854,573 -793,934 -407,187
その他有価証券評価差額金 25,672 41,022 16,637 8,730 14,820 36,066 33,744 62,646
最小年金負債調整額 -105,720 -34,962 -81,682 -187,824 -308,513 -225,226 -202,741 -94,056
為替換算調整勘定 -419,134 -580,676 -419,482 -300,081 -469,472 -665,413 -624,937 -375,777
（▲）自己株式 -49 -56,766 -151,665 -19,441 -29,356
少数株主損益
当期利益 305,045 262,415 232,241 362,707 426,662 464,338 486,197 597,033
1999年3月 2000年3月 2001年3月 2002年3月 2003年3月 2004年3月 2005年3月 2006年3月
自己資本利益率（Ji） 18.09 14.21 11.16 15.10 16.40 16.87 15.78 16.10
純資産利益率（Ju） 10.39 9.97 15.26 15.10 5.38 13.16 17.07 25.37
旧株主資本利益率（Ka） 13.96 11.01 8.90 12.58 13.24 13.04 12.45 13.86
有価証券利益率（Ｙu） 1.17 1.72 0.64 0.30 0.46 1.01 0.86 1.45
年金利益率（Ｎe） -4.84 -1.47 -3.13 -6.51 -9.57 -6.32 -5.19 -2.18

















































キヤノン（株） 6期前 5期前 3期前 2期前 1期前 最新期
決算期 1999年12月 2000年12月 2002年12月 2003年12月 2004年12月 2005年12月
資本合計 1,202,003 1,298,914 1,591,950 1,865,545 2,209,896 2,604,682
その他の包括利益累計額 -108,307 -146,582 -166,467 -143,275 -101,312 -28,212
その他有価証券評価差額金 48,699 14,167 -1,502 6,487 6,777 4,899
最小年金負債調整額 -29,858 -56,600 -96,441 -65,961 -28,338 -7,339
為替換算調整勘定 -127,148 -104,149 -68,524 -83,801 -79,751 -25,772
（▲）自己株式 -6,161 -7,451 -5,263 -5,410
少数株主損益 1,899 5,911 4,577 9,787 14,758 15,123
当期利益 70,234 134,088 190,737 275,730 343,344 384,096
1999年12月 2000年12月 2002年12月 2003年12月 2004年12月 2005年12月
自己資本利益率（Ji） 5.96 10.72 12.51 15.95 16.85 15.96
純資産利益率（Ju） 4.44 7.02 9.68 16.27 17.89 17.93
旧株主資本利益率（Ka） 5.48 9.73 11.38 14.64 15.90 15.54
有価証券利益率（Ｙu） 3.80 1.03 -0.09 0.34 0.31 0.20
年金利益率（Ｎe） -2.33 -4.11 -5.75 -3.50 -1.31 -0.30























































 （注）他の 22社については紙幅の制約から割愛した。 
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1999年/3月期 自己資本利益率（Ji） 純資産利益率（Ju） 旧株主資本利益率（Ka） 有価証券利益率（Ｙu） 年金利益率（Ｎe） 為替利益率（Ｋw）
自己資本利益率（Ji） 1.00
純資産利益率（Ju） 0.92 1.00
旧旧株主資本利益率（Ka 1.00 0.92 1.00
有価証券利益率（Ｙu） -0.05 -0.01 -0.04 1.00
年金利益率（Ｎe） 0.29 0.47 0.27 -0.06 1.00
為替利益率（Ｋw） -0.15 0.00 -0.13 0.23 0.03 1.00
2000年/3月期 自己資本利益率（Ji） 純資産利益率（Ju） 旧旧株主資本利益率（Ka） 有価証券利益率（Ｙu） 年金利益率（Ｎe） 為替利益率（Ｋw）
自己資本利益率（Ji）
純資産利益率（Ju） 0.65 1.00
旧旧株主資本利益率（Ka 1.00 0.67 1.00
有価証券利益率（Ｙu） -0.54 -0.10 -0.54 1.00
年金利益率（Ｎe） 0.16 0.00 0.19 -0.38 1.00
為替利益率（Ｋw） 0.32 0.47 0.36 -0.12 0.00 1.00
2001年/3月期 自己資本利益率（Ji） 純資産利益率（Ju） 旧旧株主資本利益率（Ka） 有価証券利益率（Ｙu） 年金利益率（Ｎe） 為替利益率（Ｋw）
自己資本利益率（Ji） 1.00
純資産利益率（Ju） 0.64 1.00
旧旧株主資本利益率（Ka 0.99 0.66 1.00
有価証券利益率（Ｙu） -0.05 -0.32 -0.08 1.00
年金利益率（Ｎe） -0.35 0.34 -0.30 -0.18 1.00
為替利益率（Ｋw） 0.00 -0.14 0.09 -0.20 -0.08 1.00
2002年/3月期 自己資本利益率（Ji） 純資産利益率（Ju） 旧旧株主資本利益率（Ka） 有価証券利益率（Ｙu） 年金利益率（Ｎe） 為替利益率（Ｋw）
自己資本利益率（Ji） 1.00
純資産利益率（Ju） 0.94 1.00
旧株主資本利益率（Ka） 1.00 0.94 1.00
有価証券利益率（Ｙu） -0.27 -0.20 -0.28 1.00
年金利益率（Ｎe） 0.46 0.62 0.44 -0.21 1.00
為替利益率（Ｋw） 0.00 -0.22 -0.01 -0.17 -0.29 1.00
2003年/3月期 自己資本利益率（Ji） 純資産利益率（Ju） 旧株主資本利益率（Ka） 有価証券利益率（Ｙu） 年金利益率（Ｎe） 為替利益率（Ｋw）
自己資本利益率（Ji） 1.00
純資産利益率（Ju） 0.77 1.00
旧株主資本利益率（Ka） 1.00 0.78 1.00
有価証券利益率（Ｙu） 0.16 0.04 0.17 1.00
年金利益率（Ｎe） 0.44 0.84 0.44 -0.28 1.00
為替利益率（Ｋw） -0.43 -0.30 -0.39 0.32 -0.36 1.00
2004年/3月期 自己資本利益率（Ji） 純資産利益率（Ju） 旧株主資本利益率（Ka） 有価証券利益率（Ｙu） 年金利益率（Ｎe） 為替利益率（Ｋw）
自己資本利益率（Ji） 1.00
純資産利益率（Ju） 0.34 1.00
旧株主資本利益率（Ka） 0.99 0.26 1.00
有価証券利益率（Ｙu） -0.39 0.21 -0.41 1.00
年金利益率（Ｎe） -0.06 -0.67 0.06 0.14 1.00
為替利益率（Ｋw） -0.06 0.26 -0.01 -0.24 -0.25 1.00
2005年/3月期 自己資本利益率（Ji） 純資産利益率（Ju） 旧株主資本利益率（Ka） 有価証券利益率（Ｙu） 年金利益率（Ｎe） 為替利益率（Ｋw）
自己資本利益率（Ji） 1.00
純資産利益率（Ju） 0.98 1.00
旧株主資本利益率（Ka） 0.99 0.96 1.00
有価証券利益率（Ｙu） 0.25 0.21 0.31 1.00
年金利益率（Ｎe） 0.39 0.34 0.41 0.13 1.00
為替利益率（Ｋw） 0.14 0.13 0.16 -0.42 -0.13 1.00
2006年/3月期 自己資本利益率（Ji） 純資産利益率（Ju） 旧株主資本利益率（Ka） 有価証券利益率（Ｙu） 年金利益率（Ｎe） 為替利益率（Ｋw）
自己資本利益率（Ji） 1.00
純資産利益率（Ju） 0.98 1.00
旧株主資本利益率（Ka） 0.99 0.97 1.00
有価証券利益率（Ｙu） 0.30 0.41 0.37 1.00
年金利益率（Ｎe） 0.57 0.47 0.53 0.08 1.00
為替利益率（Ｋw） 0.36 0.29 0.32 -0.20 0.15 1.00







































1990年 1 1 持合株式の時価評価によって含み損が表面化してしまう 10
1996年 1 2 バブル崩壊後株式市場が低迷し含み益を期待できないから 7
1997年 1 3 機関投資家から株式の持合を非効率な資金運用と批判されているため 7
1999年 6 4 業績不振のカバ－を目的として売却したため 5








                                                          
35 調査結果の詳細は、浦崎直浩『公正価値会計』森山書店、2002年、pp.305-320を参照されたい。 
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36 平松一夫・広瀬義州 訳『FASB財務会計の諸概念（増補版）』中央経済社、2002年、p.26。 
37 弥永真生｢商法における配当可能利益算定目的と開示目的｣『会計』第 153巻 第 2号、1998年、p.188。 
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動」『会計』第 169巻 第 6号、2006年、p.44を参照されたい。 
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42 桜井久勝「1株当たり利益情報と財務分析」『企業会計』vol.54 No.12、2002年、p.24。 
43  FASB:SFAS No115, Accounting for Certain Investment in Debt and Equity Securities, May 1993. 
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47 FASB: SFAS No138，Accounting for Certain Derivative Instruments and Certain Hedging 
Activities-an amendment of FASB Statement, No.133 December 2000. 
48 企業財務制度研究会「包括利益をめぐる論点」『包括利益研究委員会報告』1998年 8月、p.73より。 
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  出所：金子誠一「わが国の証券アナリストは「会計基準」をこうみている」『経理情報』 
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